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 ・商工会議所の広報紙へ会員募集等の記
   事掲載

－１－

 協力事業  埼玉県、狭山市が行う勤労者福祉事業、地
 域のイベント等に協力する。

 ・七夕まつり（８月）

 ・商工祭（１０月）

 ・農業祭（１１月）

 ・情報紙及びホームページによる事業所等
   の広告宣伝　

 ４.埼玉県及び狭山市が行う勤労者福祉推進事業への協力事業（第４号事業）

事　業　名 事　業　内　容 具体的な取組

 広報紙発行事業  定期的に情報紙を発行し、情報提供を行う。  ・情報紙「トライ夢」の発行

　  　（４月、１０月）

 情報提供事業    会員、地域住民に各種労働施策の紹介を
 行う。また、ホームページによる情報提供を行
 う。

 ・パンフレット等の配布（通年）

　  ・ホームページによる情報提供（通年）

　（通年）

 ・サークル活動補助（通年）

 ３.勤労者及び地域住民の福祉の向上に関する情報提供事業（第３号事業）

事　業　名 事　業　内　容 具体的な取組

 勤労者福祉講座開
 催事業

　中高年の会員、地域住民を対象とした、財
 産形成、生活設計等ゆとりある勤労者生活実
 現のための講座を開催する。

 ・生活設計講座

　

 生涯学習補助事業 　会員を対象に、教養講座等の受講料の一
 部を補助するとともに、文化サークルの活動
 に対し補助する。

 ・NHK等通信教育講座受講料補助（通年）
・ ・産業能率大学通信教育講座受講料補助

 ２.勤労者及び地域住民の福祉の向上に関する各種研究会、講習会等の開催事業（第２号事業）

事　業　名 事　業　内　容 具体的な取組

 教養講座開催事業 　会員、地域住民を対象とした、 体験教室等
 の各種教養講座を開催する。

 ・体験教室（体操・手芸・楽器演奏等）

 提携（契約）施設調
 査・研究事業

  事業の充実に向けて、各種施設に対する調
 査研究を行う。

 ・提携（契約）施設等の調査・研究(随時)

　

 情報収集事業 　勤労者福祉に関する研究会等へ参加し、
 情報を収集する。

 ・全国組織及び埼玉県協議会が主催する
   総会、研修会等への出席（随時）　

　   会員の意向を調査し事業計画の分析を行う。

ため次のとおり事業を実施します。

 １.勤労者及び地域住民の福祉の向上に関する調査研究事業（第1号事業）

事　業　名 事　業　内　容 具体的な取組
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　当一般財団法人は、市内の中小企業勤労者と事業主の生活の安定、健康の維持増進、老後生活の安定、自己

啓発・余暇活動等にわたる総合的な福祉の向上を図るとともに、活気ある職場づくりと中小企業の振興に寄与する



  ・健康づくり教室（５月）

（総務企画委員会）

（会員拡大委員会）

 ５.中小企業勤労者の福利厚生事業（第５号事業）

－２－

 ６.その他この法人の目的を達成するために必要な事業（第６号事業）

事　業　名 事　業　内　容 具体的な取組

　総務企画事業   センターの経営及び事業内容の充実を図
 るため、企画、調査及び研究を行う。

 ・総務企画委員会及び会員拡大委員会の
   それぞれの設置目的に基づき、事業の充
   実や会員の拡大等に向けた協議、研究等
   を行う。 会員拡大事業   会員拡大に向けた方策等を協議するととも

 に、拡大策を実施する。

　

　

 指定割引店登録    会員及び家族が割引利用できる施設等を
 指定登録し、施設の利用時、商品の購入時
 等に、 利便を図る。

 ・サービスセンター指定割引店等の登録
   （通年）   写真、ゴルフ、ボウリング、お茶、
   乗馬、飲食店等

 事業

　

 ・家庭常備薬等のあっせん（通年）
 余暇活動に関する
 事業

   宿泊施設利用補助、推奨旅行補助、各施
 設との利用提携契約による各種チケット等の
 あっせん販売を行う。

 ・宿泊施設利用
 ・市内公共施設利用等補助
 ・ローソンチケット利用補助券の発行
 ・指定割引店利用補助券の発行
 ・チケット等のあっせん
  遊園地等割引券（西武園、東武動物公園、
  富士急ﾊｲﾗﾝﾄﾞ、東京ﾃﾞｨｽﾞﾆｰﾘｿﾞｰﾄ、
  東京ｻﾏｰﾗﾝﾄﾞ、ﾑｰﾐﾝﾊﾞﾚｰﾊﾟｰｸ、ｻﾝｼｬｲﾝ
  水族館等）、映画館（ﾕﾅｲﾃｯﾄﾞｼﾈﾏ、ｲｵﾝ
  ｼﾈﾏ等）、入浴施設(花鳥風月、喜楽里、
  湯楽の里等)、商品券（ｼﾞｪﾌｸﾞﾙﾒｶｰﾄﾞ、
  ｸｵｶｰﾄﾞ、JTBﾅｲｽｷﾞﾌﾄ等）、宿泊割引あっ
  せん、観劇等割引券、その他（いもほり・
  ぶどう狩り・いちご狩り等）

　

　 　

　 　

　

 健康増進に関する
 事業

　会員及びその家族を対象として、スポーツ
 大会、教室を開催するとともに、サークル活
 動に対し助成する。

 ・ゴルフ大会等(７月）

 ・サークル活動助成（４～５月、１０月）

 健康管理に関する
 事業

　会員が人間ドック等、定期健康診断及び遠
 隔検診を受診した際の利用補助を行う。

 ・定期健康診断補助（通年）

 ・人間ドック・脳ドック補助（通年）

 ・インフルエンザ予防接種補助（11月～）

事　業　名 事　業　内　容 具体的な取組

 生活の安定に関する
 事業

  会員を対象として、給付事由に基づき給付
 金を支給する。また、退職金共済制度への
 加入者に対し掛金の一部を補助する。

 ・慶弔給付金支給（通年）

 ・退職金掛金補助（１～２月）

 ・還暦・古希・傘寿のお祝い（通年）



　  （単位：千円）

科　　　　　　　　目 予　算　額 前年度予算額 比較増減 備　　　考

Ⅰ　事業活動収支の部

　１．事業活動収益 　

　　①基本財産運用益 14 13 1 　

　　　基本財産受入利息 14 13 1 県債等運用益

　　②特定資産運用益 3 3 0

　　　特定資産受入利息 3 3 0  県債等運用益

　　③会費等収益 8,737 9,030 △ 293

　　　入会金収益 25 30 △ 5  新規入会者50人

　　　会費収益 8,712 9,000 △ 288  会員数2,420人

　　④事業収益 9,207 9,975 △ 768

　　　開催講座事業収益 80 80 0  体験教室、料理教室等

　　　健康に関する事業収益 140 140 0  家庭常備薬手数料 、ゴルフ大会等

　　　余暇活動事業収益 5,372 5,795 △ 423  遊園地、映画券、クオカード等

　　　共済給付金収益 3,355 3,700 △ 345  共済保険給付金

　　　広告事業収益 260 260 0  広告宣伝料

    ⑤受取補助金等 9,200 8,700 500

　　　運営費補助金収益 9,200 8,700 500  市補助金

　　　事業費補助金収益 0 0 0

　　⑥雑収益 551 551 0

　　　受取利息 1 1 0  受取利息

　　　雑収益 550 550 0  共済保険割戻金

　　　事業活動収益合計　　　　　  A     27,712 28,272 △ 560 　

　２．事業活動支出 　 　

　　①事業費 27,253 28,022 △ 769 　

　　　給与手当等 7,565 7,052 513

　　　　職員給与手当等 5,771 5,397 374  職員3名分(派遣・嘱託･臨時)

　　　　福利厚生費 1,794 1,655 139  健康保険、共済負担金等

　　　旅費費 390 390 0

　　　　費用弁償 380 380 0  費用弁償等

     　  旅費交通費 10 10 0  交通費

　　　需用費 146 73 73

　　　　消耗品費 134 61 73  消耗品等

　　　　燃料費 12 12 0  ガソリン代

　　　　印刷製本費 0 0 0  封筒等

　　　役務費 156 102 54

　　　　通信運搬費 156 102 54  切手、発送料

　　　使用料及び賃借料 1,642 434 1,208

　　　　什器備品借上料 1,642 434 1,208  会員管理システムリース等

一般財団法人狭山市勤労者福祉サービスセンター
令和７年度　収支予算書

（2025年4月1日～2026年3月31日） 
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科　　　　　　　　目 予　算　額 前年度予算額 比較増減 備　　　考

　　　勤労者福祉調査研究事業 15 15 0

　　　　勤労者福祉調査研究事業 15 15 0  視察・研修会参加

　　　勤労者地域住民福祉向上講座開催事業 80 80 0

　　　　教養講座開催事業 80 80 0  料理教室、生活設計、生涯学習

　　　勤労者地域住民福祉向上情報提供事業 1,269 1,649 △ 380

　　　　広報活動事業 1,269 1,649 △ 380  情報紙、ホームページ等

　　　勤労者福祉推進事業への協力事業 40 40 0

　　　　作品展示事業 40 40 0  七夕まつり、商工祭参加

　　　勤労者の福利厚生事業 15,924 18,161 △ 2,237

　　　　給付事業 8,060 9,514 △ 1,454  共済保険掛金、保険金等

　　　　健康増進事業 139 139 0   ゴルフ大会、サークル活動助成等

　　　　健康管理事業 675 640 35

　　　　主催事業 50 50 0  婚活パーティー

　　　　施設利用補助 6,850 7,668 △ 818  遊園地、映画券、クオカード等

　　　　退職金掛金補助事業 150 150 0  中退共掛金補助

　　　租税公課 26 26 0

　　　　租税公課 26 26 0  県債等運用益所得税

　　②管理運営費 9,317 9,107 210 　

　　　給与手当等 5,103 4,570 533

　　　　職員給料手当等 4,510 4,073 437  職員2名分(嘱託・臨時)

　　　　福利厚生費 593 497 96  健康保険等

　　　旅費費 10 10 0

　　　　旅費費 10 10 0  交通費

　　　需用費 358 307 51

　　　　消耗品費 90 39 51  事務用消耗品等

　　　　燃料費 8 8 0  ガソリン代等

　　　　会議費 26 26 0  理事会、評議員会等

　　　　印刷製本費 0 0 0  封筒等

　　　　光熱水費 204 204 0  電気料

　　　　修繕料 30 30 0  備品修繕等

　　　役務費 792 694 98

　　　　通信運搬費 342 307 35  切手、電話料金

　　　　手数料 366 303 63  振込手数料、登記手数料等

　　　　自動車損害保険料等 84 84 0  車両保険、運送保険

－４－



科　　　　　　　　目 予　算　額 前年度予算額 比較増減 備　　　考

　　　委託料 1,682 1,851 △ 169

　　　　業務委託料 1,682 1,851 △ 169  警備業務、労務管理業務等

　　　地代家賃 146 146 0

　　　　駐車場使用料 146 146 0  駐車場使用料

　　　使用料及び賃借料 1,054 1,127 △ 73

　　　　什器備品借上料 1,054 1,127 △ 73  パソコン、コピー機等

　　　備品購入費 0 230 △ 230

　　　負担金及び交付金 102 102 0  全福センター等負担金　

　　　租税公課 70 70 0  法人税　

　　　雑支出 0 0 0

　　　減価償却費 0 0 0

　　　事業活動支出合計　　　　　  B     36,570 37,129 △ 559

　　　　事業活動収支差額　　　A-B △ 8,858 △ 8,857 △ 1

Ⅱ投資活動収支の部

　１．投資活動収益

　　①特定資産取崩収益 9,358 9,357 1

　　　　　事業拡充積立預金取崩収益 9,358 9,357 1

　　　　投資活動収益合計　　　　C 9,358 9,357 1

　２．投資活動支出

　　①特定資産取得支出

　　　　　事業拡充積立預金取得支出 0 0 0

　　　投資活動支出合計             D 0 0 0

　　　　　投資活動収支差額　　　C-D　 9,358 9,357 1

Ⅲ財務活動収支の部

　１．財務活動収益

　　　　財務活動収益合計 0 0 0

　２．財務活動支出

　　　　財務活動支出合計　　　　      0 0 0

　　　　　財務活動収支差額　　　E 0 0 0

Ⅳ予備費支出　　　　　　　　　　　F 500 500 0

当期収支差額　　　　A-B+C-D-E-F 0 0 0

前期繰越収支差額 0 0 0  前年度繰越金

次期繰越収支差額 0 0 0

-５-


